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Ⅰ．はじめに
養護という言葉は，「養いまもること」「危険がないよ
うに保護し育てること」「学校教育で，児童・生徒の健
康の保持・増進に努めること」「心身障害または社会的
な理由で特に手当を必要とする者を保護し助けること」
のような記述が，広辞苑1)・広辞林2)においてはみられ，
「養護する」といった単語のみならず，「養護教諭」や
「社会的養護」「児童養護施設」などの熟語としても，よ
く用いられる言葉である。歴史を遡れば，「養護」とい
う言葉は，教育分野で明治期から使われるようになり体
育教育や保健教育の発展とともに拡がり，昭和に入って
以降，概念の拡大が見られ社会福祉など学校教育以外の
分野・領域でも用いられるようになった。すなわち，高
齢化や少子化のさらなる進行，産業・就業構造の変化，
核家族化などにともない，「養護」の対象も従来の児童
から高齢者や障害者，患者などまで広がってきており3)，
「養護」概念の拡大に伴い，その意味合いは分野・領域
間でさらに異なる部分が出てきたと考えられる。
「養護」に関するこれまでの研究4)‒15)では，定義や概
念に関する検討は行われてきたものの，多分野多領域に
おける言葉の使われ方の分析に基づく，概念の共通性あ
るいは多様性を検討した研究は，先行研究のうち山梨
（2014）14)，鈴木（2003）15)による研究のみであった。鈴
木の研究15)では，史的変遷に基づき，「養護教諭」・「養
護学校」間の概念的相違と，社会福祉分野における「養護」
に関して分析されている。しかしながら，鈴木の研究に
おいて言及される「同じ教育分野の職業として『養護教
諭』と『養護学校教諭』の混同・混乱が見られるという
指摘があった」状況は，2006（平成18）年の盲・聾・養
護学校制度から特別支援学校制度への移行によって，そ
の混同が減少していると予想される。さらに，2005（平
成17）年に新しく制定された社会福祉分野の法律で「養
護者」が用いられるなど「養護」という言葉を取り巻く
環境は変化してきている。他方で，心身の健康問題の多
様化により，学校保健における校内体制の充実と学外の
多機関多職種との連携の重要性は一層唱えられ，学校保
健以外の領域で「養護」に携わる専門家や実践家らと養
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護教諭が情報交換し連携することも少なくない。
このような動向を俯瞰すれば，「養護」概念の整理と
展望を得るためにも，今一度「養護」という言葉に着目
し，各々の領域で用いられる「養護」概念を理解した上で，
「養護」に携わることや「養護」という言葉の使い方に
ついて論じることが重要であると考える。そこで，本稿
では，昭和期に入って以降，学校教育分野において特に
関係が深い養護教諭教育，特別支援教育，保育・幼児教
育と社会福祉分野の各領域における「養護」の使われ方
と意味の共通性並びに多様性を明らかにすることを目的
とする。一次資料と先行研究の概観および分析を研究方
法とし，「養護」に言及する法律，言葉の使われ方，意
味について領域ごとの検討を行う。なお，昭和期以降に
「養護」という概念が拡大し多分野で用いられることに
なったということ，現行制度が1940年代以降に築き上げ
られていること，戦後と戦前の「養護」概念の比較をす
ることで「養護」の意味を分析したことから，主な分析
対象時期を昭和期とした。なお，分析する文献において
旧字が使用されており，その旧字を尊重したい場合は原
語を使用していることを付記しておく。
Ⅱ．分野・領域別対象となる年齢層と養護関連の言
葉・法律上の使われ方
図 1 に分野・領域別対象となる年齢層，養護関連の言
葉および法律上の使われ方を示した。図 1 から，養護と
いう言葉は，学校教育分野においては養護教諭領域と保
育・幼児教育領域で，社会福祉分野では児童福祉領域と
高齢者福祉の一部の領域で用いられている。
特別支援教育領域で用いられている「療育」は我が国
の肢体不自由児教育の創始者ともいわれる高木憲次氏が
1942（昭和17）年に提唱した言葉でⅰ，養護よりは治療
や訓練，教育といった意味合いが強く，早期療育のよう
に就学前の乳幼児に用いられることが多い。同様に，乳
幼児に多用される「発達支援」は発達障害者支援法（2004
年）17）によれば，「この法律は，発達障害者の心理機能の
適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害
の症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが
図 1　養護の歴史的変遷と意味の概要図
学校教育
明治時代 目的：身体の問題を扱う＝身体の健康の保持+体力の向上
　　　　　　　　　　　　　　　　　……保健体育の保健のイメージ
　　　　　生活力全般を保持増進する（明治40年以降）
　　　　　↓
精神生活に関する身体器官の健全を期する作用（明治40年以降）
昭和時代 消極的養護：正常なる発達を養護する：健康を維持し、身体の発達を妨げない
　　　　　　ようにする。
積極的養護：進んで筋骨を鍛える。→体育
　　　　　↓
すべての人を対象とした。→一般教諭
　　　　　　　　　　　　　 養護とはすべての子供の心身発達に関わる問題を
対象とし、児童を取り巻く生活全体のかかわりの
中で、現存の児童発達問題に意図的に働きかけて
いくこと4）
　　　　　↓
昭和16（1941）年　一般養護：すべての人を対象とした
　　　　　　　　　特別養護：特別支援教育と養護教諭
　　　　　　　　　　　　　　病弱、虚弱、精神障碍者等に対して、医学的な特別の
　　　　　　　　　　　　　　措置や個々の人にあった指導
昭和47（1972）年　養護教諭は、一般養護と特別養護の両方を担うということが明確にされた
　　　　　　　　　　　　　　  すべての子供たちの健康を保持増進（保健体育審議会答申16））
平成21（2009）年　特別支援　養護は受け身的「養護・訓練」→「自立活動」に変更された
保育 児童福祉
昭和22（1947）年 養育＋保護＝養護
　　安定した生活環境での養育
昭和40（1965）年 養護＋教育＝保育
平成 2 （1990）年 養護：生命の保持及び情緒の安定
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特に重要であることにかんがみ……（後略）」（第 1 条）
と規定され，障害児通所支援の拠点である児童発達支援
センターにも用いられている。他方，社会福祉分野にお
ける障害者福祉領域においては，養護よりは自立や社会
参加の意味合いが強い「更生援護」「援助」という言葉
が用いられている。また，公的扶助領域で用いられる「保
護」という言葉は，最低限度の生活の維持（生活保護
法18）第 4 条）のための各種の扶助を含んでおり，養護に
比べ応急的で一時的な意味がより強い言葉である。
以上のように，図 1 から，養護の対象となるのは，高
齢者福祉領域以外は，主に18才以下の者を対象としてい
ることが理解できる。この点を念頭におき，以下で各領
域における「養護」という言葉の使われ方と意味につい
て分析を行う。
Ⅲ． 4領域における「養護という言葉」の使われ方
と意味
分野・領域別に「養護を含んだ言葉」が言及されてい
る法律・指針と施行時期を図 2 に，さらに法律・指針に
おける具体的言及を表 1 に示した。
図 2 と表 1 から，法律上「養護」は，学校教育分野に
おいて先行して用いられた。まず，1941（昭和16）年施
行の国民学校令19）で養護教諭の前身である「養護訓導」
が，同省令では「養護学級」「養護学校」が明記されて
いる。その後，1947（昭和22）年学校教育法21）において
も「養護教諭」「養護学校（至2006年）」が記されている。
社会福祉分野においては，学校教育分野に多少遅れて，
児童福祉法25）において「養護施設」という言葉が出てき
ている。その後，1950（昭和25）年には，公的扶助領域
の生活保護法18）において，更生施設「養護及び生活指導
を必要とする要保護者を入所」と記されている。さらに，
1963（昭和38）年には，高齢者福祉領域の老人福祉法28）
において，「養護老人ホーム」「特別養護老人ホーム」と
いった名称が用いられた。近年においては，2006（平成
18）年高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援
等に関する法律29）（高齢者虐待防止法），2011（平成23）
年障害者虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に
関する法律27）（障害者虐待防止法）において「養護する者」
という用語が使われている。
これらをふまえ，これ以降では，①1940年までの主に
昭和初期，②1940年代以降，③現状と展望の視点より，
教育分野（養護教諭教育・特別支援教育・幼児教育）と
社会福祉の各領域において，養護という言葉がどのよう
に使われてきたのかを資料と文献を基に分析する。
1 ．学校教育分野（養護教諭教育・特別支援教育・幼児
教育）における1940年までの主に昭和初期の「養護」
という言葉の使われ方と意味
明治期・大正期の学校教育において，「養護」という
用語は，当初体育論の一分野を指すものとして，位置
づけられていた4）。石山（1937）43）は，『教育学要義』で，
養護概念は明治・大正期よりやや拡大し，「身體を養育
し保護する義であるが，それは全身を健康強壮ならしめ，
諸器官を機敏堪能ならしめることを任務とする」と定義
づけし，養護には，消極的方面（正常なる発達を擁護す
る：例として栄養不良の児童に対する学校給食や虚弱児
童に対する特別学級編成等）と積極的方面（進んで筋骨
を鍛え，諸器官を錬磨し，強力有為ならしめる）の二方
面があるとした。
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図 2　分野・領域別「養護」に関わる法律と施行時期
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表 1　分野・領域別法律等における「養護」に関する言及と答申・専門文献等における意味（1941年以降）　
分野・領域 法律等における養護に関する言及 答申・専門文献等における「養護」の意味 専門家・辞典など
??????
養護教諭
教育
1941（昭和16）年　国民学校令19）　
1941（昭和16）年　国民学校令施行規則20）　第53条
虚弱児等「特別養護の必要ありと認むる者のため」の
学級をおく学校には必ず養護訓導を置かねばならない
と定められ，「養護訓導ハ（中略）児童ノ養護ヲ掌ル」
と明記された。
その後，身体検査の徹底などによって病弱・
虚弱といった問題をもつ者への特別な援助 
（＝特別養護）が求められるようになり，専門
的知識と技術を持つ特別な職員が行うべきも
のと考えられるようになった。これに対して，
教員が担うべき従来の任務は一般養護と捉え
られた。4）
1947（昭和22）年　学校教育法21）
教諭は児童の教育をつかさどる。（施行時第28，現37
条第11項）
養護教諭は児童の養護をつかさどる。（同条第12項）（同
法第49条によって中学校，第62条によって高等学校，
第70条第 1 項によって中等教育学校，第82条によって
特別支援学校に準用）
1972（昭和47）年　保健体育審議会答申30）
養護とは特別な配慮を要する子どもも含むすべて
の子どもたちの健康を保持増進する活動である。
1939（昭和13）年　岩原拓　教育学辞典　岩波書店37）
養護とは，ふつう身心の自然の発達を保護増
進することを意味するが，養護教育の一般的
概念は，義務養育として初等学校に通学する
児童中に発見せられる身心虚弱児を対象とし
て，これらに専ら衛生的養護を加えつつ，し
かも一般養護に課すべき教育内容を，衛生的
に妥当なる方法により，授くる教育であると
いわれた。
2012年（平成24）年　日本養護教諭教育学会用語集
第2版31）　
養護とは，「日常の教育活動を通して，すべての
子どもたちの健康保持（健康管理）と健康増進（健
康教育）を行う活動である。」
1981（昭和56）年　田中勝文4）
養護とは，児童の心身発達問題に意図的に働
きかけていくこと，しかも，児童をとりまく
生活全体とのかかわりの中で，意図的に働き
かけていくいとなみ
特別支援
教育
1941（昭和16）年　
国民学校令施行規則第53条
文部省令第55号「国民学校令施行規則第53条ノ規定ニ
依ル学級又ハ学校ノ編制ニ関スル規程」第1条）
国民学校では身体虚弱，精神薄弱，その他心身に異常
ある児童で特別養護の必要あると認められる者のため
に，特に学級または学校（養護学級，養護学校）を編
成できる。
1981（昭和56）年　石部元雄・伊藤隆二・鈴木
昌樹・中野善達　心身障害辞典　福村出版38）
養護とは，順調な発育，疾病予防，傷害防止，
健康回復などを目的として，幼児，児童・生
徒を保護したり指導したりする活動をさす。
1947（昭和21）年　学校教育法　第71条
養護学校とは「精神薄弱，肢体不自由その他心身に故
障のある者に対して，幼稚園，小学校，中学校又は高
等学校に準ずる教育を施し，併せてその欠陥を補うた
めに，必要な知識技能を授けることを目的とする」学
校である。
1963（昭和38）年　養護学校小学部・中学部学習指
導要領病弱教育編32）「養護・体育」（中学部では「養
護・保健体育」）
養護とは，1 ）自己の病弱・身体虚弱の状態の理解，
2 ）健康状態の回復，改善を図るために必要な生
活様式の理解， 3 ）健康状態の回復，改善を図る
ために必要な諸活動
2006（平成18）年　学校教育法等の一部を改正する法律22）
（養護学校は特別支援学校と名称が変更された）
2009（平成21）年の特別支援学校学習指導要領解説
（自立活動編）33）
1998（平成10）年より「養護・訓練」は自立活動へ
と名称が変更された理由について，以下の言及が
ある。「養護」も「訓練」も受け身的な意味合い
が強いと受け止められることがあること，またこ
の領域が一人一人の幼児児童生徒の実態に対応し
た活動であることや，自立を目指した主体的な取
組を促す教育活動であることなどを一層明確にす
る観点から名称の変更があった。
??????
保育幼児
教育
1964（昭和39）年
幼稚園教育要領23）　第1総則　1．基本の方針
幼児に必要な養護を行うとともに，自主的，自発的な
活動を促し，自立の態度を養うようにすること
1985（昭和60）年　黒田実郎　乳幼児発達事典　
岩崎学術出版社39）
児童，障害者，老人など，社会的に弱い立場
に置かれた人々に対する，家族あるいは社会
による保護・育成や看護といった処遇上の概
念。狭義には，「児童の養護」のこと。児童の
養護は，児童のもつ社会的依存性や発達の未
熟生を前提としており，その自立に向けて親
や社会が保護し，その成長・発達を援助する
働きであり，過程である。
1965（昭和40）年　保育所保育指針24）　第1章総則
保育所においては，乳幼児が昼間の大半をここで生活
し，個々の子どもの欲求を満たしながら集団の生活を
経験する。このため，保育は，常に乳幼児が安心感を
もってじゅうぶん活動できるようにし，その心身の諸
能力を健全で調和のとれた姿に育成するように努めな
ければならない。したがって，養護と教育が一体となっ
て，豊かな人間性をもった子どもを育成するところに，
保育所における保育の基本的性格がある。
2008（平成20）年　保育所保育指針35）
「養護」とは，子どもの生命の保持と情緒の安定を図
るために保育士等が行う援助や関わりである。また，
「教育」とは，子どもが健やかに成長し，その活動が
より豊かに展開されるための発達の援助であり，「健
康」，「人間関係」，「環境」，「言葉」及び「表現」の 5
領域から構成される。この 5 領域並びに「生命の保持」
及び「情緒の安定」に関わる保育の内容は，子どもの
生活や遊びを通して相互に関連を持ちながら，総合的
に展開されるものである。
2007（平成19）年民秋「『養護』についての論点」34）
（2008，平成20年，厚生労働大臣告示　保育所保
育指針（第3次改訂）に向けての厚生労働省の第
9回「保育所保育指針」改定に関する検討会資料）
保育所保育における「養護」を，保育内容の5領
域を支える役割のほかに，遊び以外の生活（衣食
住に関する課題解決のための活動）との関わりで
捉える必要性が指摘された。
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分野・領域 法律等における養護に関する言及 答申・専門文献等における「養護」の意味 専門家・辞典など
??????
児童福祉
1947（昭和22）年　児童福祉法25）第41条
養護施設は，乳児を除いて，保護者のない児童，虐待
されている児童その他環境上養護を要する児童を入所
させて，これを養護することを目的とする施設とする。
1947（昭和22）年8月5日児童福祉法案逐条説明［i］36）
養護は，養育保護の意味と説明されており，「養
護施設」の適例として，孤児院，浮浪児収容施設，
被虐待児収容施設が挙げられている。同時に，「そ
の他環境上養護を要する児童」とは「貧困児，家
庭の衛生的環境のよくない児童，その他児童本人
の心身そのものは保護を要しないが，環境上保護
を要する児童をいう」とされている。
厚生労働省HP40）
社会的養護とは，保護者のない児童や，保護
者に監護させることが適当でない児童を，公
的責任で社会的に養育し，保護するとともに，
養育に大きな困難を抱える家庭への支援を行
うことである。
1998（平成10）年　児童福祉法改正第41条
児童養護施設は，保護者のない児童（乳児を除く。た
だし，安定した生活環境の確保その他の理由により特
に必要のある場合には，乳児を含む。以下この条にお
いて同じ。），虐待されている児童その他環境上養護を
要する児童を入所させて，これを養護し，あわせて退
所した者に対する相談その他の自立のための援助を行
うことを目的とする施設とする。
2007（平成19）年
児童虐待の防止等に関する法律26）第1条
この法律は，児童虐待が児童の人権を著しく侵害し，
その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与える
とともに，我が国における将来の世代の育成にも懸念
を及ぼすことにかんがみ，児童に対する虐待の禁止，
児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止
に関する国及び地方公共団体の責務，児童虐待を受け
た児童の保護及び自立の支援のための措置等を定める
ことにより，児童虐待の防止等に関する施策を促進し，
もって児童の権利利益の擁護に資することを目的とする。
2002（平成14）年　「シリーズ・21世紀の社会
福祉」編集委員会（編）　社会福祉基本用語集
（4訂版）　ミネルヴァ書房41）
生命の危険がないよう，保護して育てること。
もっとも，近年は人口の高齢化や少子化の進
行，産業・就業構造の変化，核家族化などに
ともない，その対象も従来の児童から高齢者
や障害者，患者などまで広がっている。その
ため，その概念も養育から療育，矯正・教育，
リハビリテーションへと拡大してきているの
が実情である。
障害者
福祉
2011（平成23）年　障害者虐待の防止，障害者の養護
者に対する支援等に関する法律27）　第2条
この法律において『養護者』とは，障害者を現に養護
する者であって障害者福祉施設従事者等及び使用者以
外のものをいう。 2001（平成13）年　中央法規出版編集部（編）　
新版社会福祉用語辞典　中央法規出版42）
広義には，危険がないように保護して育てる
ことであるが，従来児童福祉の分野で広く使
われ，家庭養護が重視されてきた。しかし，
高齢化に伴う人口構造の変化，核家族化によ
る家庭機能の変化縮小により，家庭養護から
施設でそれを保管する社会的養護へと発展し，
その範囲も高齢者，障害者へと広く及んだ。
養育，療育，矯正教育，リハビリテーション等，
事後的保護施策から予防的施策へと概念内容
を変えてきている。
高齢者
福祉
1963（昭和38）年　老人福祉法28）　
（二 3 ）この法律において，「老人デイサービス事業」と
は，（中略）その他の政令で定める者（その者を現に養
護する者を含む。）を特別養護老人ホームその他の厚生
労働省令で定める施設に通わせ，これらの者につき入浴，
排せつ，食事等の介護，機能訓練，介護方法の指導その
他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業をいう。
（四三）65歳以上の者であつて，養護者の疾病その他
の理由により，居宅において介護を受けることが一時
的に困難となつたものが，やむを得ない事由により介
護保険法に規定する短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を利用することが著しく困難であると
認めるときは，その者を（中略）厚生労働省令で定め
る施設に短期間入所させ，養護を行い，又は当該市町
村以外の者の設置する老人短期入所施設等に短期間入
所させ，養護することを委託すること。
2006（平成18）年　高齢者虐待の防止，高齢者の養護
者に対する支援等に関する法律29）　第2条
この法律において『養護者』とは，高齢者を現に養護
する者であって要介護施設従事者等以外のものをいう。
公的扶助
1950（昭和25）年　生活保護法18）
生活扶助は，被保護者の居宅において行うものとする。
ただし，これによることができないとき，これによつ
ては保護の目的を達しがたいとき，又は被保護者が希
望したときは，被保護者を救護施設，更生施設若しく
はその他の適当な施設に入所させ，若しくはこれらの
施設に入所を委託し，又は私人の家庭に養護を委託し
て行うことができる。（五 3 ）更生施設は，身体上又
は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする
要保護者を入所させて，生活扶助を行うことを目的と
する施設とする。
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一方，岩原（1939）37）は，「養護Pflegeとは，普通身心
の自然の発達を保護増進することを意味するが，養護教
育の一般概念は，義務教育として初等学校に通学する児
童中に発見せられる身心虚弱児を対象として，これらに
専ら衛生的養護を加えつつ，しかも，一般児童に課すべ
き教育内容を，衛生的に妥当なる方法により授くる教育
である」，つまり，身心の発達の保護増進，身心虚弱児の
衛生的配慮に基づく教育が養護教育であり，高度の身心
欠陥者以外の病児，医療的処置を必要とする児童，病弱
虚弱児，発育不全児の教育を養護教育の対象にしている。
また，龍山（1936）44）は，『健康教育の研究』の「教育
学上に於ける養護と健康」において，子どもの自然性を
尊重し，個性の発達を図ることが教育であり，（身心問
題を有する）すべての子どもの教育を受ける権利を保障
することがこれからの教育である。そしてすべての子ど
もの個性に即応した教育を行うという考え方に支えられ
て出てきたのが養護の考え方と言及する。
他方，この言葉の概念を生み出した条件，すなわち，
1935（昭和10）年前後の児童の身心問題として，小児結核，
虚弱児の問題4）が重要な関心ごとで，その心身問題に対
する健民健兵政策としての対応策，国家意識の高揚・皇
国民の錬成といった教育政策45）に向かう時代背景が，病
虚弱児を含めたすべての子どもの個性に即応した教育を
行うという，「養護」の概念を生み出したと田中4）は指
摘している。加えて，田中4）は昭和初期の教育分野にお
ける「養護」とは，病弱，身心虚弱児も含めた「すべて
の子どもの個性に即応した教育」であり，身心の発達の
保持増進，身心虚弱児（病弱虚弱児，発育不全児）の衛
生的配慮に基づく教育といえるとしている。現在は，主
に「心身」という言葉が使われるが，当時は「身心」と
身体が心より先に置かれていることも興味深い点である。
そしてその後，身体検査の徹底などによって病弱・虚
弱といった問題をもつ者への特別な援助（＝特別養護）
が求められるようになり，専門的知識と技術を持つ特別
な職員が行うべきものと考えられるようになった。
最終的に田中4）は，現存の児童の心身発達問題（障碍，
からだのおかしさ，肥満，心因性疾患なども含め）46）い
わば現存生活の自然的形成作用の結果として生じたもの
である。その問題構造を理解することを通じて児童を取
り巻く生活全体とのかかわりの中で，現存の児童の心身
発達問題に意図的に働きかけていくいとなみが「養護」
であるとしている。
2 ．養護教諭教育領域
1）1940年以降の「養護」という言葉の使われ方と意味
⑴　1940年以降の「養護」の法律上の言及
初めて学校に看護婦が校費で配置されたのは，1905（明
治38）年のことであるが，その身分や職務について共通
に定めた規定はなかった15）。
国として初めて公的に規定されたのは，1929（昭和
4 ）年の文部省訓令「学校看護婦ニ関スル件」47）であるが，
「学校看護婦をして其の職務を補助せしめ……」「学校長，
学校医其の他の関係職員の指揮を受け……」など自立性
を持たない補助的立場に置かれた15）。この訓令が出され
る前年の1928（昭和 3 ）年には，全国で1,000名を超える
学校看護婦の団体組織として帝国学校衛生会に「学校看
護部」が新たに設けられたが，その機関紙が『養護』と
命名されたことは注目に値する48）。
そして初めて，「養護」という言葉が法律上明記され
たのは，1941（昭和16）年国民学校令19）における養護訓
導であり，「第十五条　国民学校ニハ学校長及訓導ヲ置
クベシ，国民学校ニハ教員，養護訓導及准訓導ヲ置クコ
トヲ得」「第十七条　訓導ハ学校長ノ命ヲ承ケ児童ノ教
育ヲ掌ル養護訓導ハ学校長ノ命ヲ承ケ児童ノ養護ヲ掌
ル」と定めた。その後1943（昭和18）年 8 月の改正によっ
て養護訓導を必ず置くこととされている49）。また，同令
では，虚弱児等「特別養護の必要ありと認むる者のため」
の学級をおく学校には必ず養護訓導を置かねばならない
と定められ，「養護訓導ハ･･････児童ノ養護ヲ掌ル」と
記されている49）。
国民学校令施行規則20）は免許状および検定について規
定し，無試験検定と試験検定の該当者をそれぞれ定めて
いるが，同年 6 月および 8 月には養護訓導の試験検定標
準に関する件，さらに同年 8 月に国民学校教員免許状授
与標準の件を詳細に定めた49）。加えて，1941（昭和16）
年 3 月に公布された省令第 4 号，国民学校令施行規則第
5 節編制の第53条で，国民学校では身体虚弱，精神薄
弱，その他心身に異常ある児童で特別養護の必要あると
認められる者のために，特に学級または学校を編制でき
るとした。これを受けて同年 5 月省令第55号で，これら
の学級または学校は養護学級，養護学校と称し（第 1 条），
なるべく身体虚弱，弱視，難聴，吃（きつ）音，肢体不
自由等の別に学級または学校を編制することとした（第
3 条）。この国民学校令による養護学級，養護学校との
関連で，1943（昭和18）年 3 月の省令第 2 号中学校規程
第27条，省令第 3 号高等女学校規程第28条で，同様の養
護学級を中学校，高等女学校においても編制できるとし，
その細則は，翌1944（昭和19）年 4 月省令第26号「中学
校及高等女学校ノ養護学級ノ編成ニ関スル規程」，文部
省訓令第十五号，「中学校及高等女学校ノ養護学級経営
要項」で定めた50）。
以上のように，国民学校令と国民学校令施行規則，省
令をもって1940年以降の学校教育分野の「養護」が方向
付けられ，養護訓導は「身体虚弱，精神薄弱，その他心
身に異常のある子ども」を「対象」に「特別養護」を行
うこととされたのである。
戦時下にあってそのねらいは主として身体虚弱の養護
教育を意図したものであった50）。
⑵　学校教育法（1947（昭和22）年）以降の「養護」の
法律上の言及と意味
1947（昭和22）年学校教育法21）で，先述の養護訓導は「養
護教諭」に改められた。同法において，教諭は「児童の
教育をつかさどる（当時28条第 6 項，現第37条第11項）」，
養護教諭は「児童の養護をつかさどる（当時28条第 7 項，
現37条第12項）」と規定されており，養護教諭とは幼稚園・
小学校・中学校・高等学校等において「児童生徒等の養
護をつかさどる」教育職員であるⅱ。
一方，1972（昭和47）年の保健体育審議会答申30）では
養護教諭の役割として「心身の健康に問題を持つ児童生
徒の個別の指導にあたり，また，健康な児童生徒につい
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ても健康の増進に関する指導にあたる」とされ，さらに「一
般教諭の行う日常の教育活動にも積極的に協力する」30）と
示された。この指摘から，養護とは「特別な配慮を要す
る子どもも含むすべての子どもたちの健康を保持増進す
ることが強調された」30）といえる。
このように，国民学校令が出された1941年頃に特別養
護に重点があった養護教諭領域における「養護」は，保
健体育審議会答申が出された1972（昭和47）年以降には，
「すべての子どもたちの健康を保持増進する活動」とし
て捉えられ，養護教諭としての活動内容は一層幅広く
なってきた。
2 ）現状と展望
様々な研究者が養護教諭の養護の解釈を行っている
が9）12）－13），日本養護教諭教育学会（2012）31）は，養護教
諭の専門領域に関する用語として，養護を「子どもの心
身の健康の保持（健康管理）と増進（健康教育）によっ
て，発育・発達の支援を行うすべての教育活動を意味し
ている」と定義している。さらに，日常の教育活動を通
して，すべての子どもたちの健康保持（健康管理）と健
康増進（健康教育）を行う活動が「養護」であると解説
している31）。
以上をふまえると，「養護訓導」当時は，特別養護と
して，主に病弱・虚弱児を対象としたが，1972（昭和
47）年の保健体育審議会答申以降，「病弱・虚弱児など
特別な配慮を要する子どもを含むすべての子どもが対象
となった。養護教諭教育領域における養護とは，すべて
の子どもの心身発達にかかわる問題を，子どもを取り巻
く生活全体のかかわりの中で，意図的に働きかけ，健康
を保持増進する教育活動といえる。
養護教諭の役割に対するニーズが拡大する中，「養護」
をつかさどる意味も歴史的には，重点を置く対象や役割
も変化・拡大してきたといえる。
3 ．特別支援教育領域
1）1940年代までの主に昭和初期の「養護」という言
葉の使われ方と意味
昭和初期までの特別支援教育領域で「養護」が使われ
てきた背景には，養護教諭領域においても取り上げられた
「特別養護」の概念が関連する。杉浦・田中（1977）51）に
よると，特別養護の概念が築かれたのは1910年代である。
明治時代末期より，病児・虚弱児・精神薄弱児などを特
別の心身の状態にある児童とし，これらの児童に対して
個々人にあった特別の処置・特別養護を施すことが必要
であるという思想がその背景にあったようである。この
ような考え方は昭和初期にかけての「養護」の背景にも
あり，一般的健康の増進策を意味する一般養護とは区別
して，病児・虚弱児・精神薄弱児への特別の処置・特別
養護の必要性が提唱され始め，これが特別支援教育領域
での「養護」の始まりであると考えられる。
2 ）1940年以降の「養護」という言葉の使われ方と意味
特別支援教育の領域で「養護」という言葉が公的に用
いられたのは1941（昭和16）年のことである。同年の国
民学校令施行規則20）第53条においては，「国民学校ニ於
テハ身体虚弱，精神薄弱其ノ他心身ニ異常アル児童ニシ
テ特別養護ノ必要アリト認ムルモノノ為ニ学級又ハ学
校ヲ編制スルコトヲ得。前項ノ学級又ハ学校ノ編制ニ関
スル規程ハ別ニ之ヲ定ム」ものとした。文部省令52）第55
号「国民学校令施行規則第53条ノ規定ニ依ル学級又ハ学
校ノ編制ニ関スル規程」の第 1 条にこれらの学級または
学校について養護学級，養護学校と称すると記されてい
る。それを受けて，1947（昭和22）年の学校教育法21）第
71条では，特殊教育諸学校の設置目的について，「盲学
校，聾学校又は養護学校は，夫々盲者，聾者，精神薄弱，
肢体不自由その他心身に故障のある者に対して，幼稚園，
小学校，中学校又は高等学校に準ずる教育を施し，併せ
てその欠陥を補うために，必要な知識技能を授けること
を目的とする」と規定された。これは1941年の編成に関
する規定によるものであるが，この「養護学校」という
名称は適切な用語が見つかるまでの暫定的な案であった
（荒川ら，1980）53）にも関わらず，そのまま継続して使わ
れた。
また，国民学校令以降の「養護学級」という名称につ
いて，荒川ら（1980）53）は重田定正（1941）54）の関連を指
摘している。文部省体育局衛生課長であった重田は「発
育期に於ける児童は，正常なるものでも，その養護に関
して適切なる指導が為されなければならぬ。況んや，心
身に異常のある児童に対しては，特別な養護が要求せら
れるべきである」と記しており，「養護学級」の名称が
使われた経緯にはこの捉え方が関係していると考えられ
ている。
さらに，1963（昭和38）年に，養護学校における児童
生徒の障害の状態を改善・克服するための特別な指導を
行う時間として，病弱養護学校小学部に「養護・体育」（中
学部では「養護・保健体育」）が設置された。養護学校
小学部学習指導要領（1963）55）ならびに養護学校中学部
学習指導要領（1964）の病弱教育編56）によると，ここで
の「養護」とは， 1 ）自己の病弱・身体虚弱の状態の理
解， 2 ）健康状態の回復，改善を図るために必要な生活
様式の理解， 3 ）健康状態の回復，改善を図るために必
要な諸活動，という 3 つの内容のまとまりを指す。これ
以降の実践を踏まえて，1971（昭和46）年の学習指導要
領の改訂により，盲学校，聾学校及び養護学校（精神薄
弱，肢体不自由，病弱）小学部・中学部学習指導要領57）
において「養護・訓練」が新しく設定された。
その後，1998（平成10）年より「養護・訓練」は自立活
動へと名称が変わった。この理由について，2009（平成
21）年の特別支援学校学習指導要領解説（自立活動編）58）
では「『養護』も『訓練』も受け身的な意味合いが強い
と受け止められることがあること，またこの領域が一人
一人の幼児児童生徒の実態に対応した活動であることや，
自立を目指した主体的な取組を促す教育活動であること
などを一層明確にする観点から」名称の変更があったと
説明されている。
以上から，1940年以降の時代の特別支援教育領域にお
ける「養護」は，特別養護の概念によって支援されるべ
き個人という捉え方から，一人一人が自己実現できる自
立した個人として子どもたちを見る視点へ変わったこと
により，「養護」という言葉は使われなくなった。
3 ）現状と展望
1994（平成 6 ）年のサラマンカ声明の採択により，特
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別な教育的ニーズの概念が広く知られるようになった。
このような状況を受けて，2001（平成13）年には「21世
紀の特殊教育の在り方に関する調査研究協力者会議」の
最終報告59）が出され，特別支援教育への転換がスタート
した。特別支援教育への移行に関する一連の流れにより，
2006（平成18）年の学校教育法等の一部を改正する法
律22）において，養護学校は特別支援学校と名称が変
更された。しかし，ここでは「養護」を用いない積極的
な理由は述べられてはいない。
以上をふまえると，特別支援教育領域では「養護」に
は「受け身的な意味合いが強いと受け止められることが
ある」（学習指導要領解説）ため，幼児児童生徒の一人
一人の自立を一層促すことを求めて「養護」という言葉
は使われなくなったといえる。
4 ．保育・幼児教育領域
保育・幼児教育領域において「養護」という言葉が広
く用いられるようになるのは，後述する通り1965年の保
育所保育指針の発表以降であり，養護は教育と並んで保
育を構成する営みとして位置づけられるようになった。
そこで本節では，保育・幼児教育領域における「養護」
という言葉を検討する前提として，「保育」という言葉
の意味と歴史を理解する必要がある。そのため，以下で
は，まず「養護」に先立って「保育」という言葉の歴史
に触れる。
1 ）1940年代までの主に昭和初期の「保育」という言
葉の使われ方と意味
⑴　保育・幼児教育領域における「養護」を理解する前
提としての「保育」という言葉
「保育」という言葉が初めて用いられたのは，1876（明
治 9 ）年に我が国最初の幼稚園である東京女子師範学校
附属幼稚園規則においてである60）。国の公的な用語とし
て幼稚園の機能が保育という言葉で示されたのは1879
（明治12）年11月の文部省布達61）においてである。「保育」
という言葉は「保護育成」，「保護教育」を簡略したもの
として用いられ始めたとされるが，しかし，その一方で，
当時これらにおける保育の定義は明確にはされていな
かった62）。文献的に最も古い定義は1906（明治39）年の
中村五六63）の『保育法』における「（保育は）幼児を保
護養育するの意にして幼児教育の義に他ならず」という
ものであり，ここでは保育を，幼児を対象とする教育の
意味で定義づけている。
⑵　1940年代までの「保育」という言葉の使われ方
1925年（大正15年）に「幼稚園令」64）が定められ，そ
の中では「保育」という言葉が用いられている。しかし，
このことについて，当時の文部大臣岡田良平は，小学校
などの学校教育と区別しつつも，本質的には教育に他な
らないとしていたことが指摘されている65）。
その後，戦時下では，1936年に結成された全日本保育
連盟などにより，幼稚園と託児所を一つにする一元化や，
幼児の保育の義務制をめざす運動が展開した。その中で
用いられた「保育」という言葉は，幼稚園令同様に，幼
児を対象とする教育という意味であった65）。
2 ）1940年以降の「養護」という言葉の使われ方と意味：
保育・幼児教育における「養護」と「教育」の関係
⑴　1964年以前の「保育」という言葉の意味と使われ方
戦後直後の1946年に内閣に設置された教育刷新委員会
の中の日本教育界保育部会は倉橋惣三を部会長とし，「幼
児保育刷新方策（案）」をまとめた。この方策（案）で
は，幼稚園を満 4 歳以上の就学前教育を主とする施設と
し，保育所を満 1 歳～ 3 歳の「社会的養護を主とする施
設」とする提案がなされており，同じ「保育」という言
葉を用いながらも，幼稚園のそれは「就学前教育」を主
とし，保育所のそれは「社会的養護」を主とするという
考えがみられた65）。この方策（案）の考えでは，幼稚園
と保育所の機能の違いが前提となっており，保育所が主
として行うとされた「社会的養護」は，家庭養育の代替
という意味での養護であり，現在の保育所保育における
生命の保持と情緒の安定をもって養護とする考え方とは
異なるものであるといえる。
第二次世界大戦後，1947（昭和22）年施行の学校教育
法21）は，幼稚園を「義務教育及びその後の教育の基礎を
培うものとして，幼児を保育し，幼児の健やかな成長の
ために適当な環境を与えて，その心身の発達を助長する
ことを目的とする」と定めている。学校教育法の直接の
衝に当った坂本彦太郎は，「保育」という言葉が幼稚園
令（1926年制定の，学校教育法制定までの幼稚園に関す
る法律）66）に続けて残った理由を「（保育を）保護教育の
略と考え，外からの保護と，内からの発達を助けること
を一体として考え，これが幼児教育の特徴だと考えたの
です」と述べたとされている63）。また，坂本彦太郎は，「保
育と云ふ意味，之はケヤーcare即細い世話を含んだ教育
という意味である」と述べたとされている65）。このこと
から戦後まもなく「保育」という言葉はcareと教育を含
意しており，このうちのcareが，保育を「養護」と「教
育」を一体として捉える際に主に「養護」に重なるもの
であるといえる。
一方，同じ1947（昭和22）年制定の児童福祉法25）は，
保育所について「保育所は，日々保護者の委託を受けて，
保育に欠けるその乳児又は幼児を保育することを目的と
する施設」とすると定め，幼稚園と同じく保育所の機能
を「保育」という言葉で示している。しかし，当時の保
育所を所管する立場の厚生省企画課長は「保育というの
は学校教育法の規定による幼稚園の保育と必ずしも同じ
であることを要しない。保護養育一般のことである」と
述べたとされている62）。したがって，両法が制定された
昭和22年当時では，両法はともに「保育」という言葉で
乳幼児を守り育てる営みを表していたが，その意味する
ところは幼稚園では「保護教育」，保育所では「保護養育」
という別個の言葉の略としてとらえる向きもあったとい
える62）。保育を「保護養育」とする見解では，保育所に
通う子どもは家庭で通常行われる保護者による世話を受
けられない「保育に欠ける」子どもであり，そのような
子どものための営みは教育とは区別されていたといえる。
その後，1964（昭和39）年に文部科学省が告示した幼
稚園教育要領23）では，「幼児に必要な養護を行うととも
に，自主的，自発的な活動を促し，自立の態度を養うよ
うにすること」（第 1 総則　 1 ．基本の方針）とされた。
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一方，昭和40（1965）年に厚生省（現厚生労働省）が児
童家庭局長通知として保育内容の充実のために発表した
保育所保育指針24）では，保育は養護と教育が一体となっ
て行われるものであるとされた。保育における「養護と
教育の一体性」をめぐっては，乳幼児に対する教育のな
かに養護的機能が本来的に埋め込まれているとするか，
養護的機能は教育的機能とは異なる独自の内容を持ちか
つ教育的機能を支えるものであるとするか63）66）で，意見
が分かれるところでもある。
以上から，保育・幼児教育の分野において「養護」
という言葉が明確に位置づけられるようになったのは，
1965年の保育所保育指針の発表以降であるといえる。
⑵　1965年以降の保育・幼児教育領域における「養護」
の意味：保育所保育指針の変遷
次に，保育・幼児教育の分野における「養護」の定義
に関する法律等の言及について，保育所保育指針の変遷
に沿って述べる。
1947（昭和22）年制定の児童福祉法25）では「保育所は，
日々保護者の委託を受けて，保育に欠けるその乳児また
は幼児を保育することを目的する施設とする」（第39条）
とあり，その機能を示す文言に養護という言葉は用いら
れていない。1963（昭和38）年の文部省初等中等局長・
厚生省児童家庭局共同通知67）により，保育所の教育に関
する機能は，幼稚園教育要領に準じることが望ましいと
されたことをふまえ，1964年の幼稚園教育要領の改訂を
受けて，1965年の保育所保育指針が出された。この1965
（昭和40）年の「保育所保育指針」24）で，初めて公的に保
育所保育の基本的性格として「養護と教育の一体性」が
謳われた。具体的には，第 1 章総則の文で「保育所にお
いては，乳幼児が昼間の大半をここで生活し，個々の子
どもの欲求を満たしながら集団の生活を経験する。この
ため，保育は，常に乳幼児が安心感をもってじゅうぶん
活動できるようにし，その心身の諸能力を健全で調和の
とれた姿に育成するように努めなければならない。した
がって，養護と教育が一体となって，豊かな人間性をもっ
た子どもを育成するところに，保育所における保育の基
本的性格がある」と記されている。しかし，この1965年
の保育所保育指針では，他に保育の基本的事項として
「じゅうぶんに養護のゆきとどいた環境のなかで」とい
う文言があるものの，必ずしもその「養護」が具体的に
何を指すのかは明確ではなかった5）。
その後，1989年（平成元年）の幼稚園教育要領の改訂
に伴い，保育所保育指針も1990年（平成 2 年）に改訂さ
れた。その改訂の主な内容は「保育所保育の特性である
養護と教育の一体性を基調としつつ，養護的機能を明確
化するため，全年齢を通じて入所児童の生命の保持，情
緒の安定に関わる事項（基礎的事項）を記載」68）したこ
とであった。これにより，1990（平成 2 ）年改訂（第 1
次改訂）の保育所保育指針では，保育内容のうち養護的
機能に対応する「子どもが保育所で安定した生活を送る
ために必要な基礎的事項，すなわち，生命の保持及び情
緒の安定にかかわる事項」は，各年齢の保育内容に具体
的に示され，これは次の1999年（平成11年）の第 2 次改
訂でも同様に示された。
その後，2008（平成20）年の第 3 次改定で，保育所保
育指針は，従来の局長通知から厚生労働大臣による告示
となり，保育所保育の規範として法的拘束力を持つもの
となった。したがって，2008年の改定によって，「養護と
教育の一体性」という保育所の特性が法的に明文化され
たといえる。この第 3 次改定では，保育所保育における
「養護」と「教育」について，「『養護』とは，子どもの生
命の保持と情緒の安定を図るために保育士等が行う援助
や関わりである」とし，「『教育』とは，子どもが健やか
に成長し，その活動がより豊かに展開されるための発達
の援助であり，『健康』，『人間関係』，『環境』，『言葉』及
び『表現』の 5 領域から構成される」としている35）。こ
の 5 領域は，幼稚園教育要領の保育内容を構成する 5 領
域であり，そのねらいや内容は，幼稚園教育要領と保育
所保育指針とで整合性が図られている。
3 ）現状と展望
2012（平成24）年 8 月に成立した子ども・子育て関連
3 法により，平成27年度から子ども・子育て支援新制度69） 
が始まった。新制度成立の背景の一つに，保育の量的拡 
充がある。具体的には，首都圏などの都市部を中心に
深刻となっている「待機児童問題」にみられる保育ニー
ズの増大と，保育の受け皿の不足がある。しかし同時に，
すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障すると
いう保育の質の向上も新制度がめざすところである。
以下では，この新制度下における保育所保育指針等の
改定（訂）をふまえ，保育・幼児教育における「養護」
という言葉の意味を検討する。
⑴　保育所保育指針の第 4 次改定
2015（平成27）年 4 月から本格実施となった子ども・
子育て支援新制度の下で，2017（平成29）年 3 月31日に
幼稚園教育要領（第 5 次改訂）70），幼保連携型認定こど
も園教育保育要領（第 1 次改訂）71），保育所保育指針（第
4 次改定）72）の 3 法令の改訂（定）が同時に告示された。
この改定は，保育所保育指針の第 4 次改定にあたるもの
である。
2017（平成29）年 3 月31日告示の保育所保育指針72）で 
は，それまで「第 3 章　保育の内容」に記載されていた
「養護に関わるねらい及び内容」が，「第 1 章　総則」に
記載される変更があった。そこでは「 2 　養護に関する
基本的事項」の「（1）養護の理念」として，新たに「保
育における養護とは，子どもの生命の保持及び情緒の安
定を図るために保育士等が行う援助や関わりであり，保
育所における保育は，養護及び教育を一体的に行うこと
をその特性とするものである。保育所における保育全体
を通じて，養護に関するねらい及び内容を踏まえた保育
が展開されなければならい」との記載が加わった。
2008（平成20）年の第 3 次改定の保育所保育指針35）と
同様に，第 4 次改定の新しい保育所保育指針においても，
「養護」は，「子どもの生命の保持」と「情緒の安定」を
果たすとともに，教育的機能と相互に関連し合って保育
内容として総合的に展開されるものとして位置づけられ
ている。新しい保育所保育指針でも，養護のねらい及び
内容は，「ア 生命の保持」と「イ 情緒の安定」ごとに
ねらいと内容が 4 つずつ挙げられている。「ア生命の保
持」のねらいは，「一人一人の子どもが，快適に生活で
きるようにする」，「一人一人の子どもが，健康で安全に
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過ごせるようにする」，「一人一人の子どもの生理的欲求
が，十分満たされるようにする」，「一人一人の子どもの
健康増進が，積極的に図られるようにする」である。「イ 
情緒の安定」のねらいは，「一人一人の子どもが，安定
感を持って過ごせるようにする」，「一人一人の子どもが，
自分の気持ちを安心して表すことができるようにする」，
「一人一人の子どもが，周囲から主体として受け止めら
れ主体として育ち，自分を肯定する気持ちが育くまれて
いくようにする」，「一人一人の子どもの心身の疲れが癒
されるようにする」である。これら，すべてのねらいの
表記で「一人一人の子どもが（の）」と記されているこ
とから分かるように，保育における「養護」は，個々の
子どものニーズに応じたきめ細やかな対応によって成し
遂げられていくものであるといえる。
⑵　幼保連携型認定こども園の創設と幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領
子ども・子育て支援新制度では，学校及び児童福祉施
設である幼保連携型認定こども園が創設・推進されるこ
とになった69）。これに合わせて，幼稚園教育要領と保育
所保育指針との整合性を図りつつ，「幼保連携型認定こ
ども園教育・保育要領」73）が2014（平成26）年 4 月30日
に告示された。この「幼保連携型認定こども園教育・保
育要領」では，第 3 章の「第 3 　幼保連携型認定こども
園として特に配慮すべき事項」のなかに「 4 　養護の行
き届いた環境の下生命の保持や情緒の安定を図るため，
幼保連携型認定こども園における教育及び保育を展開す
るに当たっては，次の事項に留意すること」として，保
育所保育指針と同様に，主に生命の保持に関して 4 項目，
主に情緒の安定に関して 4 項目が挙げられている。2017
（平成29）年 3 月31日に告示された新しい幼保連携型認
定こども園教育・保育要領（第 1 次改訂）71）では，同時
に改定された保育所保育針指（第 4 次改定）72）との整合
性を図り，「第 1 章総則」の「第 3 　幼保連携型認定こ
ども園として特に配慮すべき事項」に，「 5 　生命の保
持や情緒の安定を図るなど養護の行き届いた環境の下，
幼保連携型認定こども園における教育及び保育を展開す
ること」と記載している。
なお，子ども・子育て支援新制度下で新たに創設され
た幼保連携型認定こども園は，認定こども園法74）第 2 条
第 7 項で「義務教育及びその後の教育の基礎を培うもの
として満 3 歳以上の子どもに対する教育並びに保育を必
要とする子どもに対する保育を一体的に」行う施設と
定められている。この場合の「保育」とは，「養護及び
教育（学校教育を除く）」を意味するものとなっている。
そのため，これまでの「養護」と「教育」を一体的に行
う「保育」という考え方から離れ，「教育」と「保育」
の並立が避けらなくなったことが指摘されている65）。し
たがって，保育における「養護」という言葉の使われ方
やその意味するところは，保育・幼児教育における「教
育」と「保育」の並列に関する議論の動向とともにある
といえる。
さらに，児童虐待による社会的養護のもとで育つ子ど
も達が増えているなか75），今後，幼稚園や保育所等に乳
児院や児童養護施設，母子生活支援施設等から通園する
子どももさらに増え，それらの福祉施設と幼稚園や保育
所等との連携もより一層図られる必要が出てくると考え
られる。したがって，児童福祉領域における「養護」機
能と保育・幼児教育領域における「養護」機能について，
その概念整理と実践上の連携が今後より一層必要になる
と考えられる。
5 ．社会福祉分野各領域
1）1940年まで主に昭和初期の「養護」という言葉の
使われ方と意味
社会福祉分野における「養護」の源泉は明治時代の恤
救規則76）（1874年）に遡ることができ，家族・親族相救・
隣保相扶を第一義とし，それらが期待できない場合のみ
の極めて限定した規定であった。すなわち，対象は無告
の窮民に限定され，高齢者においては70歳以上が対象と
されていた。そして，このような不十分な政策を補った
のは民間の篤志家らによる慈善活動であり，児童のため
の孤児院や家庭学校，障害児のための学園や療護園が設
立された。一方，高齢者問題は依然として家族・親族に
任されてきた。
恤救規則にかわって制定された救護法77）（1929年公布・
1932年施行）では，「救護」「養老」「孤児院」という言
葉が用いられている。つまり，貧困で扶養者がいないか，
扶養能力がないと判断される65歳以上の高齢者，13歳以
下の子ども，妊産婦，母子家庭，障碍者等が対象とされ
（第 1 条），養老院，孤児院，病院その他の救護施設への
収容（第 6 条）と居宅での救護（第11条）を行うことと
規定されている。ただし，児童福祉領域において「擁護」
という言葉が全国組織に使用されてはいる。1933（昭
和 8 ）年に児童虐待防止法78）が制定されたことによって，
被虐待児童を擁護することを目指した児童擁護協会が設
立された。ここでは，侵害・危害から被虐待児を庇い守
ることを主に意図していたようであり，本研究で主眼と
している「養護」とは意味合いが異なる言葉として「擁
護」が用いられている。本協会は，1937（昭和12）年に
は中央児童養護協会に再編成されたものの，第二次世界
大戦の影響下で消散した。一方，児童虐待防止法は後述
の児童福祉法制定年に廃止された。
以上のように，福祉の各領域において，明治期から昭
和初期にかけて「養護」という言葉は使用されてはいな
かった。
2 ）1940年以降の「養護」という言葉の使われ方と意味
福祉の領域で，初めて「養護」という言葉が公的に用
いられたのは，1947（昭和22）年児童福祉法25）において
である。同法第41条では「養護施設は，乳児を除いて，
保護者のない児童，虐待されている児童その他環境上養
護を要する児童を入所させて，これを養護することを目
的とする施設とする」と規定されたのである。しかしな
がら，児童福祉法制定過程における児童保護法案を含め
た法案・要綱案ⅲを分析してみると，起案当初より「養
護」という言葉が使用されていたわけではなかった。「育
児院」に始まり「養育院」「養護院」「養育院」と条項に
用いられる言葉が変遷を遂げ最終的に「養護施設」が用
いられたのである。
児童福祉法の法案作成において，当時の厚生省事務官
らは社会事業協会の法案要綱協議による影響を受け対象
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を限定している「児童保護」から児童全体を網羅する「児
童福祉」の発想へと転換を行った。他方で，孤児，棄児，
迷児，浮浪児，貧児，不良児のような保護を要する児童
が溢れていた第二次世界大戦直後のわが国の社会状況を
かんがみれば，厚生省事務官らが急施を要する児童保護
対策を重要視していたことは間違いがなく，「養育」と
「保護」の両者を活かす「養護」を適用したことは容易
に解することができよう。実際，1947（昭和22）年 8 月
5 日の児童福祉法案逐条説明ⅳによれば，「養護」は「養
育保護の意味」と説明されており，「養護施設」の適例
として，孤児院，浮浪児収容施設，被虐待児収容施設が
挙げられている。同時に，「その他環境上養護を要する
児童」とは「貧困児，家庭の衛生的環境のよくない児童，
その他児童本人の心身そのものは保護を要しないが，環
境上保護を要する児童をいう」とされている。他方，先
述のように同法で規定された「保育」に関連して，保育
を「保育養育」とする見解はあるものの，「養護」とい
う言葉はこの時点では用いられてはいない。保育所に通
う子どもは家庭での「保育に欠ける」子どもではあった
ものの，「養育保護」うちの「保護」の対象としては捉
えられていなかったと推測される。
1950（昭和25）年制定の生活保護法18）や1963（昭和
38）年制定の老人福祉法28）においても「養護」という言
葉が用いられるようになり（表 1 参照），生活保護法に
おいて「更生施設は，身体上又は精神上の理由により養
護及び補導を必要とする要保護者を収容して，生活扶
助を行うことを目的とする施設とする」（第38条 4 ）と，
老人福祉法においては「65歳以上の者であつて，身体上
若しくは精神上又は環境上の理由及び経済的理由により
居宅において養護を受けることが困難なものを当該地方
公共団体の設置する養護老人ホームに収容し，又は当該
地方公共団体以外の者の設置する養護老人ホームに収容
を委託すること」（第11条 2 ）と言及されている。これ
らの法律では，身体上，精神上，経済的理由により居宅
で過ごせない者を「養護」が必要や居宅で「養護」を受
けることが困難としており，児童福祉法と同様に「養育
保護」の「保護」対象となっていることが理解できる。
3 ）現状と展望
1998（平成10）年の児童福祉法改正79）によって，「児
童養護施設は，保護者のない児童（乳児を除く。ただし，
安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要の
ある場合には，乳児を含む。以下この条において同じ。），
虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を入
所させて，これを養護し，あわせて退所した者に対する
相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする
施設とする」（第41条）と規定され，「養護施設」から「児
童養護施設」と改名された。一方で，児童虐待防止等に
関する法律の2007（平成19）年改正80）では，第 1 条に「児
童の権利利益の擁護に資すること」が明記された。本法
で，1933年児童虐待防止法と同様に「養護」でなく，助
け守る・庇い守る意味を含む「擁護」を使用し，権利利
益を侵害しないよう児童を守ることに重点が置かれてい
ることは興味深いⅴ。このように，児童福祉領域におけ
る「養護」に共通するのは，「安定した生活環境での養育・
扶助」の概念であることが伺える。
一方で，2000年代以降に，その他の新法においても「養
護」という言葉が使われることとなった。すなわち，高
齢者虐待防止法29）（2006年）と障害者虐待防止法27）（2011
年）においてである。両法では，「この法律において『養
護者』とは，高齢者（または障害者）を現に養護する者
であって要介護施設従事者等（または障害者福祉施設従
事者等及び使用者）以外のものをいう」（いずれも第 2
条）と規定されている。厚生労働省は，「社会的養護とは，
保護者のない児童や，保護者に監護させることが適当で
ない児童を，公的責任で社会的に養育し，保護するとと
もに，養育に大きな困難を抱える家庭への支援を行うこ
とである。社会的養護は，『子どもの最善の利益のために』
と『社会全体で子どもを育む』を理念として行われてい
る」と言及している40）。以上から，社会福祉分野全体を
みれば「養護」という言葉は「保護者・家庭に代わって
養育保護，または，日常生活に必要な世話および精神的
援助を行うこと」と定義することができるであろう。
ところで，児童福祉・高齢者福祉・生活扶助の各領域
で「養護」という言葉が多く用いられているのに対し，
障害者福祉領域では障害者虐待防止法以外の法律には全
く触れられてはいない。このことは，「保護」から「自
立支援」へ「施設入所」から「地域福祉拡充」へといっ
た社会福祉全体の動向の影響といえるであろう。「養護」
という言葉が用いられる頻度と同時に，言葉の意味合い
及びその概念もまた，時代の趨勢を反映し，その意味内
容を多少変化させている。近年制定された高齢者虐待防
止法および障害者虐待防止法で「養護」という言葉が採
用されていること，社会的養護がさかんに論じられる現
代にあっては「養護」という言葉は福祉の基本用語の一
つであるといえ，今後も使われ続けられる大切な言葉で
あると推断している。
Ⅳ．多領域における「養護」という言葉の多様性と
共通性
1．多 様 性
領域間においては，強調される点やその具体的実践が
異なるという点で，「養護」という言葉の多様性がみら
れた。養護教諭領域では，養護訓導時代は，「病弱・虚
弱といった問題をもつ者への特別な援助（特別養護）」
という意味であったが，現在では「特別な配慮を要する
子ども（特別養護）」も含めた「すべての子どもたち」
を対象とし，また，「健康」という切り口で支援を行う
という点で独自性がある。一方，特別支援教育領域にお
いては，養護の対象を「病・虚弱者及び精神障害者，精
神薄弱，肢体不自由，近年においては発達障害など特別
の心身の状態にある子ども，すなわち，特別な支援が必
要な子ども（特別養護）に限定している。そして，特別
支援教育制度への移行も相俟って，障害者福祉領域も含
め，「養護」という言葉が暫定的に用いられなくなって
きている動向にあった。
保育・幼児教育における「養護」は，乳幼児期の発達
特性を考慮して，発達の差や生活経験の差などによる子
どもの個人差に応じることが重視されることから，「一
人一人の子ども」に即して個々の子どものニーズに応じ
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ることが強調されている。この背景には，保育所や幼稚
園における保育が，集団生活の中で行われる活動である
からこそ，子ども一人ひとりに応じることの重要性をよ
り強調しているともいえる。すなわち，集団生活を前提
としている点が，保育・幼児教育における「養護」の一
つの特徴といえるであろう。加えて，乳幼児期の経験が
生涯にわたる人格形成に大きな影響を持つことから，特
に「情緒の安定」に関わる事項として信頼関係を基盤と
した基本的信頼感や自己肯定感や主体性といった幼児の
心情面を明記している点も，他分野の「養護」とは異な
る特徴といえる。
これらに対し，社会福祉分野では，先述のように障害
者福祉領域において「養護」の言及は少ないものの，児
童や高齢者，貧困者と社会的に弱い立場の者全般を対象
としている。そして，福祉各領域の「養護」に共通する
のは，「安定した生活環境」であり生活基盤を整えるこ
とが重要視されている。
2 ．共 通 性
これまでの分析から，現代社会における各領域でみら
れる「養護」の共通性とは，一つには対象となる人が安
定して安心した生活を営むことが困難となる可能性があ
ることにあった。それゆえ，もう一つに，家族以外の専
門家が対象者を放置することなく関わり，さらに支援を
したり発達やその環境に働きかけを行ったりすることが
共通してみられた。すなわち，「養護」の共通性とは，「幼
少・未成年，高齢などの年齢的な理由による未熟さ，病
弱や障害による心身の状況，家庭環境のような理由に
よって，日常生活を安定的に営むことが困難である人々
を対象とし，生命の保持および情緒の安定を目指して生
活を送ることができるように，それらの人々のニーズに
合わせて行う意図的な支援」といえる。
養護教諭，特別支援教育，保育・幼児教育，社会福祉
の各領域における専門家として，この共通性を改めて確
認するとともに，領域間の多様性を尊重し連携を図るべ
きであるし，何よりも対象となる子どもたちや人々への
働きかけを行っていく必要があるだろう。
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案（昭22・ 1 ・ 8 ）」「児童福祉法要綱案（昭22・ 1 ・
11）」「児童福祉法要綱案（昭22・ 1 ・25）」「児童福祉
法案（昭22・2・3 ）」「児童福祉法案（昭22・6・2 ）」「児
童福祉法案（昭22・7・4 ）」「児童福祉法案（昭22・7・
21）」「児童福祉法（案）要旨（昭22・ 7 ・26）」「児童
福祉法案（昭22・8・5 ）」「児童福祉法案（昭22・8・
11）」「児童福祉法案（昭22・12・12）」
ⅳ　「児童福祉法案逐条説明（答弁資料）（昭22・8・5 ）」
「第39条」の説明において：「『要旨』養護施設の目的，
機能を規定する。『養護施設』適例は，孤児院，浮浪
児収容施設，被虐待児収容施設等である。『乳児を除
いて』乳児は，乳児院の対象となるから除いた。『保
護者のない児童』第24条参照『虐待されている児童』
第33条の禁止行為の対象となつている児童のみならず，
広く被虐待児すべてを含む。但し，姑にいじめられて
いる児童である嫁は，民法の趣旨からこれに入らな
い。『その他環境上養護を要する児童』貧困児，家庭
の衛生的環境のよくない児童，その他児童本人の心身
そのものは保護を要しないが，環境上保護を要する児
童をいう。『養護』養育保護の意味であり，学校教育は，
はいらない。学校養育については，附近の学校に通う
とか，施設中に分教場を作るとかの方法がとられるで
あろう（児童福祉法研究会：児童不育司法成立資料集
成上巻，ドメス出版：808，1978）。
ⅴ　児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一
部を改正する法律（平成19年法律第73号）は，2008（平
成20）年 4 月から施行されているが，同法の附則第 2
条第 1 項において，「政府は，この法律の施行後 3 年
以内に，児童虐待の防止等を諮り，児童の権利利益を
擁護する観点から真剣に係る制度の見直しについて検
討を行い，その結果に基いて必要な措置を講ずるもの
とする。」とされ，2009（平成21）年 6 月から12月ま
での間，法務省が主となって厚生労働省も参加して「児
童虐待防止のための親権制度研究会」において議論が
かさねられた」（社会保障審議会児童部会児童虐待防
止のための親権の在り方に関する専門委員会：児童の
権利利益を擁護するための方策について： 1 ，2011）。
